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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第122期 

第２四半期連結 
累計期間 

第123期 
第２四半期連結 

累計期間 
第122期 

会計期間 

自 平成27年 
  ４月１日 
至 平成27年 
  ９月30日 

自 平成28年 
  ４月１日 
至 平成28年 
  ９月30日 

自 平成27年 
  ４月１日 
至 平成28年 
  ３月31日 

売上高 （百万円） 108,516 97,185 215,872 

経常利益 （百万円） 2,764 984 8,806 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△） 

（百万円） △3,305 1,177 1,700 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △5,751 △2,838 △6,860 

純資産額 （百万円） 101,406 95,710 99,973 

総資産額 （百万円） 242,989 217,523 231,583 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△） 

（円） △139.57 49.76 71.80 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 41.1 43.6 42.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 5,939 6,594 19,346 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △5,557 △3,293 △7,529 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △692 △7,607 △8,391 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 21,455 18,973 24,599 

 

回次
第122期

第２四半期連結
会計期間

第123期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自 平成27年
  ７月１日
至 平成27年
  ９月30日

自 平成28年
  ７月１日
至 平成28年
  ９月30日

１株当たり四半期純利益金額又

は１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） △163.67 15.96 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

２．売上高には、消費税等は含めていません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。 

４．平成28年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施したため、前連結会

計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）を算定しています。 
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２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

 なお、自動車・産業機械部品事業セグメントにおいて、天津トピー機械有限公司を清算結了し、青島トピー機械有

限公司を売却したため、連結の範囲から除外しました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、中国及び新興国においては景気減速傾向が続いたものの、

米国では景気が底堅く推移し、欧州も回復傾向が続き、全体としては緩やかな回復となりました。わが国経済

は、雇用情勢の改善等により緩やかな回復基調で推移したものの、個人消費の伸び悩みや輸出に弱い動きが見

られる等、足踏み状態が続きました。 

このような状況下、当社グループは、持続的成長と働きがいのある会社を目指した中期経営計画「Growth & 

Change 2018」をスタートしました。その一環として、欧州を中心として７カ国に生産拠点を持つスチールホイ

ールメーカーであるMW ITALIA S.R.L.との戦略的提携を強化するとともに、ベトナムの生産拠点において工業

用ファスナーの能力増強に着手する等、グローバルでの事業展開を加速しました。また、需要に応じた生産体

制の構築や生産性の向上、省エネ等のコスト改善に引き続き取り組んでまいりました。 

当第２四半期連結累計期間における当社グループの売上高は971億８千５百万円（前年同期比10.4％減）、営

業利益は19億３千万円（前年同期比41.0％減）、経常利益は９億８千４百万円（前年同期比64.4％減）となり

ました。親会社株主に帰属する四半期純利益については、事業再編に伴う特別利益を計上したことにより、11

億７千７百万円（前年同期 親会社株主に帰属する四半期純損失 33億５百万円）となりました。 

 

セグメントの業績は次のとおりです。

 

（鉄鋼事業）

電炉業界は、建設向け及び製造業向け鋼材需要が低調に推移したため、粗鋼生産は前年同期を下回りました。

また、主原料である鉄スクラップ価格が上昇基調で推移する一方で、鋼材市況が低迷する等、厳しい環境が続き

ました。 

このような状況下、当社グループは、異形形鋼の需要開拓や輸出の拡大に取り組み、販売数量は増加したもの

の、販売価格が下落したため、売上高は302億６千３百万円（前年同期比8.6％減）となりました。また、販売価

格と鉄スクラップ価格との値差が縮小したため、営業利益は10億５千５百万円（前年同期比33.7％減）となりま

した。 

 

（自動車・産業機械部品事業）

自動車業界は、軽自動車の販売低迷の長期化に加えて、トラックの輸出減少等により、国内生産台数は前年

同期を下回りました。一方、米国では自動車需要は堅調に推移いたしました。また、建設機械業界は、国内需

要が減少するとともに中国や東南アジア市場も低調に推移しました。鉱山機械需要についても引き続き低迷が

続きました。 

このような状況下、当社グループは、円高の影響に加え、建設機械用足回り部品の販売数量の減少等によ

り、売上高は596億８千４百万円（前年同期比10.7％減）となりました。一方、中国の生産拠点の集約やコスト

改善の効果により、営業利益は19億２千４百万円（前年同期比4.0％増）となりました。 

 

（発電事業）

事業計画に沿って石炭火力発電による安定した電力供給を続けてまいりましたが、原油及びＬＮＧ価格の急

落に伴う電力販売価格の大幅な下落により、売上高は41億７千４百万円（前年同期比18.1％減）となりまし

た。一方、発電燃料である石炭価格の値下がりが小幅だったため、営業利益は２億７千６百万円（前年同期比

76.1％減）となりました。 

 

（その他） 

化粧品等に使われる合成マイカの製造販売、クローラーロボットの製作販売、屋内外サインシステム事業、

土木・建築事業、「トピレックプラザ」（東京都江東区南砂）等の不動産賃貸及びスポーツクラブ「OSSO」の

運営等を行っております。売上高は30億６千２百万円、営業利益は７億７千３百万円となりました。 
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（２）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動の資金増加を

投資活動の有形固定資産取得の支払い及び財務活動の有利子負債の圧縮に充当し、当第２四半期連結会計期間

末には189億７千３百万円（前年同期比24億８千２百万円減）となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金は、減価償却費51億１千６百万円（前年同期比５億

４千１百万円減）、売上債権と仕入債務及びたな卸資産を合わせた純営業取引による資金の増加40億９千１百

万円（前年同期比49億２千万円増）、法人税等の支払額18億８千７百万円（前年同期比３千万円減）等によ

り、65億９千４百万円の増加（前年同期比６億５千４百万円増）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金は、有形固定資産の取得による支出36億８千３百万

円（前年同期比21億１千３百万円増）等により、32億９千３百万円の減少（前年同期比22億６千３百万円増）

となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金は、借入金の純減額60億９百万円（前年同期比62億

７千３百万円減）、配当金の支払い11億８千２百万円（前年同期比４億７千２百万円減）等により、76億７百

万円の減少（前年同期比69億１千５百万円減）となりました。

 

  （３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は

次のとおりであります。

 

① 基本方針の内容の概要

当社は上場会社であるため、当社の株式は、株主・投資家の皆様によって自由に取引ができるものです。し

たがいまして、当社は、当社の株式に対する大規模な買付行為につきましても、これを一概に否定するもので

はありません。大規模な買付行為の提案に応じるべきか否かの判断は、当社の経営を誰に委ねるべきかという

問題に関連しますので、最終的には、個々の株主の皆様の自由な意思によってなされるべきであると考えま

す。

しかしながら、近年、わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣との協議や合意のプロセスを

経ることなく、いわば敵対的に、突如として一方的に大規模な株式の買付行為を強行するといった動きが顕在

化しつつあります。このような一方的な大規模な買付行為の中には、株主の皆様に対して当該買付行為に関す

る十分な情報が提供されず株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるものや、株主の皆様が当該

買付行為の条件・方法等について検討し、また、当社取締役会が代替案の提示等を行うために必要かつ十分な

時間を確保することができないもの、その他真摯に合理的な経営を行う意思が認められないもの等当社の企業

価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なう買付行為もあり得るものです。

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業理念、当社の企業価値の様々な源泉

及び当社を支える各利害関係者との信頼関係を十分に理解した上で、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共

同の利益を中長期的に確保し、または向上させることを真摯に目指す者でなければならないと考えておりま

す。したがいまして、上記のような当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なう大規模な

買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

② 基本方針の実現に資する特別な取り組みの概要 

当社は、多数の投資家の皆様に中長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業価値ひいては

株主の皆様の共同の利益を向上させるための取り組みとして、平成28年度よりグローバルでの事業展開の加速

と独自技術の新たな活用方法を創造する中期経営計画“Growth & Change 2018”（G&C 2018）の策定・実行等

とともに、コーポレート・ガバナンスの強化・充実が経営の最重要課題のひとつであると認識し、当社に相応

しいガバナンス体制の採用や経営の適正性の確保のための内部統制システムの整備等を実施しております。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取り組みの概要 

当社は、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保しまたは向上させることを目的として、い

わゆる買収防衛策（以下「本対応方針」といいます。）を導入しております。
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本対応方針の概要は、当社の株券等を20％以上取得しようとする大規模買付者に対して、大規模買付行為に

関する必要な情報の事前の提供、取締役会によるその内容の評価・検討等に必要な時間の確保等、本対応方針

に定める大規模買付ルールに従うことを求め、大規模買付者が大規模買付ルールに従わない場合や、大規模買

付ルールに従っても当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうも

のであると明白に認められる場合に対抗措置を発動できるとするものです。

上記②及び本③の内容の詳細につきましては、下記の当社ウェブサイトをご参照ください。

  http://www.topy.co.jp/cgi-bin/cl/public/index.cgi/tpk/file/view/2005?entry_id=856

④ 上記②の取り組みについての取締役会の判断 

当社は、多数の投資家の皆様に中長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業価値ひいては

株主の皆様の共同の利益を向上させるための取り組みとして、上記②の取り組みを実施しております。上記②

の取り組みの実施を通じて、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を向上させ、それを当社の株式

の価値に適正に反映させていくことにより、上記のような当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を

著しく損なう大規模な買付行為は困難になるものと考えられ、上記②の取り組みは、上記①の基本方針に資す

るものであると考えております。

したがいまして、上記②の取り組みは上記①の基本方針に沿うものであり、株主の皆様の共同の利益を損な

うものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

⑤ 上記③の取り組みについての取締役会の判断 

上記③の取り組みは、十分な情報の提供と十分な検討等の時間の確保の要請に応じない大規模買付者及び当

社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なう大規模買付行為を行いまたは行おうとする大規

模買付者に対して、対抗措置を発動できることとしています。

したがいまして、上記③の取り組みは、これらの大規模買付者による大規模買付行為を防止するものであ

り、上記①の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取り組みであります。また、上記③の取り組みは、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の

利益を確保しまたは向上させることを目的として、大規模買付者に対して、当該大規模買付者が実施しようと

する大規模買付行為に関する必要な情報の事前の提供及びその内容の評価・検討等に必要な時間の確保を求め

るために実施されるものです。さらに、上記③の取り組みにおいては、株主意思の重視（株主総会決議による

導入、株主意思確認総会による発動及びサンセット条項（注）)、合理的かつ客観的な対抗措置発動要件の設

定、特別委員会の設置等の当社取締役会の恣意的な判断を排し、上記③の取り組みの合理性を確保するための

様々な制度及び手続が確保されているものであります。

したがいまして、上記③の取り組みは上記①の基本方針に沿うものであり、株主の皆様の共同の利益を損な

うものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

     （注）買収防衛策の導入後、定期的に株主総会の承認を確保する条項をいいます。 

 

（４）研究開発活動

 当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、５億５千４百万円です。

 なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 883,000,000

計 883,000,000

（注）平成28年６月23日開催の第122回定時株主総会決議により、同年10月１日付で発行可能株式総数は794,700,000株

減少し、88,300,000株となっております。

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月10日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 240,775,103 24,077,510
東京証券取引所市場第一部

名古屋証券取引所市場第一部

単元株式数

100株

計 240,775,103 24,077,510 － －

（注）１．平成28年６月23日開催の第122回定時株主総会決議により、同年10月１日付で普通株式10株を１株にする株

式併合を実施し、発行済株式総数は216,697,593株減少し、24,077,510株となっております。 

２．平成28年５月23日開催の取締役会決議により、同年10月１日付で単元株式数は1,000株から100株に変更して

おります。 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 240,775 － 20,983 － 18,528

（注）平成28年６月23日開催の第122回定時株主総会決議により、同年10月１日付で普通株式10株を１株にする株式併

合を実施し、発行済株式総数は216,697,593株減少し、24,077,510株となっております。 
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（６）【大株主の状況】

    平成28年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番１号 48,182 20.01 

トピーファンド 東京都品川区大崎一丁目２番２号 10,349 4.30 

明治安田生命保険相互会社 

（常任代理人 資産管理サービス

信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 

（東京都中央区晴海一丁目８番12号） 
9,751 4.05 

株式会社みずほ銀行 

（常任代理人 資産管理サービス

信託銀行株式会社） 

東京都千代田区大手町一丁目５番５号 

（東京都中央区晴海一丁目８番12号） 
7,878 3.27 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,045 2.93 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 6,656 2.76 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 5,909 2.45 

損害保険ジャパン日本興亜株式会

社 
東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 5,746 2.39 

トピー工業社員持株会 東京都品川区大崎一丁目２番２号 5,668 2.35 

CBNY DFA INTL SMALL CAPVALUE 

PORTFOLIO 

（常任代理人 シティバンク銀行

株式会社） 

388 GREENWICH STREET, NY, NY 10013, 

USA 

（東京都新宿区新宿六丁目27番30号） 

5,331 2.21 

計 － 112,516 46.73 

 （注）１．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。

       日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）           7,045千株

       日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）             6,656千株

２．トピーファンドは当社及び関係会社取引先持株会の名称です。

３．株式会社みずほ銀行から、平成26年５月22日付で提出された大量保有報告書の変更報告書により、平成26年

５月15日現在で株式会社みずほ銀行他計２名が15,349千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当

社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況

には含めておりません。

なお、株式会社みずほ銀行の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 7,878 3.27

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 7,471 3.10

計 － 15,349 6.37
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     4,043,000 － 単元株式数1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式   235,962,000 235,962 単元株式数1,000株 

単元未満株式 普通株式       770,103 － － 

発行済株式総数 240,775,103 － －

総株主の議決権 － 235,962 －

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄には、自己保有株式が3,943,000株、相互保有株式が100,000株含ま

れています。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する株式が721,000

株、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれています。また、「議決権の数」欄には、同信託名義の

完全議決権株式に係る議決権の数721個、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれてい

ます。

３．平成28年６月23日開催の第122回定時株主総会決議により、同年10月１日付で普通株式10株を１株にする株

式併合を実施し、発行済株式総数は216,697,593株減少し、24,077,510株となっております。

４．平成28年５月23日開催の取締役会決議により、同年10月１日付で単元株式数は1,000株から100株に変更して

おります。

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有 
株式数（株）

他人名義所有 
株式数（株）

所有株式数の 
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）          

トピー工業株式会社
東京都品川区 
大崎一丁目２番２号

3,943,000 － 3,943,000 1.64

（相互保有株式）          

北越メタル株式会社
新潟県長岡市 
蔵王三丁目３番１号

100,000 － 100,000 0.04

計 － 4,043,000 － 4,043,000 1.68

（注）上記のほか、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する株式721,000株を四半期連結財務諸表上、自己株

式として処理しております。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

委嘱職掌の異動 

新役職名 新委嘱職掌 旧役職名 旧委嘱職掌 氏名 異動年月日 

取締役副社長 経営企画部、人事部、財務部管掌 取締役副社長 経営企画部、社員部、財務部管掌 東   彰 平成28年７月１日 

取締役副社長 技術部、IoT推進部管掌 取締役副社長 
技術統括部、業務改革推進部、安全管

掌 
石井 泰人 平成28年７月１日 
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（注）当社では、執行役員制度を導入しております。前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間におけ

る執行役員の異動は、次のとおりであります。

（１）新任執行役員 

役職名 委嘱職掌 氏名 就任年月日 

執行役員 － 福良 智志 平成28年９月26日 

 

（２）退任執行役員 

役職名 委嘱職掌 氏名 退任年月日 

常務執行役員 サイエンス事業部長 谷  俊之 平成28年９月30日 

 

（３）委嘱職掌の変更 

新役職名 新委嘱職掌 旧役職名 旧委嘱職掌 氏名 異動年月日 

常務執行役員 人事部長 常務執行役員 社員部長 熊澤  智 平成28年７月１日 

執行役員 総務部長 執行役員 総務部長兼秘書室長 山口 政幸 平成28年７月１日 

執行役員 サイエンス事業部長 執行役員 － 福良 智志 平成28年９月30日 

執行役員 IoT推進部長 執行役員 業務改革推進部長 武澤 雅吉 平成28年７月１日 

執行役員 技術部長 執行役員 技術統括部長 中村  毅 平成28年７月１日 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しています。 

 

２．監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 24,997 19,276 

受取手形及び売掛金 39,586 36,973 

商品及び製品 12,806 11,873 

仕掛品 4,305 4,634 

原材料及び貯蔵品 9,506 8,550 

繰延税金資産 1,546 1,752 

その他 4,480 4,567 

貸倒引当金 △43 △35 

流動資産合計 97,186 87,594 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 85,096 83,971 

減価償却累計額 △54,746 △54,459 

建物及び構築物（純額） 30,349 29,511 

機械装置及び運搬具 189,985 182,421 

減価償却累計額 △141,842 △136,624 

機械装置及び運搬具（純額） 48,142 45,797 

土地 18,260 18,199 

リース資産 4,288 4,214 

減価償却累計額 △1,627 △1,831 

リース資産（純額） 2,661 2,382 

建設仮勘定 1,558 1,141 

その他 32,897 32,369 

減価償却累計額 △30,946 △30,549 

その他（純額） 1,951 1,820 

有形固定資産合計 102,924 98,853 

無形固定資産    

その他 1,372 1,229 

無形固定資産合計 1,372 1,229 

投資その他の資産    

投資有価証券 24,992 24,413 

長期貸付金 620 621 

繰延税金資産 2,689 2,989 

その他 1,854 1,881 

貸倒引当金 △55 △60 

投資その他の資産合計 30,101 29,845 

固定資産合計 134,397 129,928 

資産合計 231,583 217,523 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 19,445 19,363 

電子記録債務 10,606 11,431 

短期借入金 22,603 18,922 

1年内償還予定の社債 300 300 

リース債務 438 473 

未払法人税等 1,657 393 

その他 11,579 10,054 

流動負債合計 66,632 60,939 

固定負債    

社債 23,800 23,800 

長期借入金 23,367 19,775 

リース債務 2,336 1,997 

繰延税金負債 78 76 

執行役員退職慰労引当金 159 173 

定期修繕引当金 171 229 

退職給付に係る負債 11,011 10,852 

資産除去債務 235 234 

持分法適用に伴う負債 809 820 

その他 3,007 2,912 

固定負債合計 64,977 60,873 

負債合計 131,609 121,812 

純資産の部    

株主資本    

資本金 20,983 20,983 

資本剰余金 18,824 18,861 

利益剰余金 54,152 54,145 

自己株式 △931 △1,082 

株主資本合計 93,028 92,906 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 4,995 4,598 

繰延ヘッジ損益 △13 △17 

為替換算調整勘定 1,927 △1,858 

退職給付に係る調整累計額 △1,044 △870 

その他の包括利益累計額合計 5,865 1,851 

非支配株主持分 1,080 951 

純資産合計 99,973 95,710 

負債純資産合計 231,583 217,523 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 108,516 97,185 

売上原価 91,383 81,859 

売上総利益 17,132 15,325 

販売費及び一般管理費 ※ 13,864 ※ 13,395 

営業利益 3,268 1,930 

営業外収益    

受取利息 42 35 

受取配当金 392 329 

持分法による投資利益 64 50 

その他 274 73 

営業外収益合計 774 488 

営業外費用    

支払利息 590 472 

為替差損 419 615 

その他 268 346 

営業外費用合計 1,277 1,434 

経常利益 2,764 984 

特別利益    

固定資産売却益 7 6 

投資有価証券売却益 39 20 

関係会社出資金売却益 － 624 

補助金収入 330 － 

その他 － 13 

特別利益合計 376 665 

特別損失    

固定資産売却損 3 0 

固定資産除却損 62 135 

固定資産圧縮損 327 7 

事業再編損 5,207 － 

その他 0 3 

特別損失合計 5,600 146 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△2,458 1,502 

法人税等 1,028 224 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △3,487 1,278 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△182 101 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△3,305 1,177 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △3,487 1,278 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △2,670 △390 

繰延ヘッジ損益 △43 △4 

為替換算調整勘定 275 △3,888 

退職給付に係る調整額 135 173 

持分法適用会社に対する持分相当額 38 △7 

その他の包括利益合計 △2,263 △4,116 

四半期包括利益 △5,751 △2,838 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △5,497 △2,835 

非支配株主に係る四半期包括利益 △253 △2 

 

- 14 -

2016/11/11 15:18:44／16220053_トピー工業株式会社_第２四半期報告書



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△） 
△2,458 1,502 

減価償却費 5,658 5,116 

事業再編損 5,207 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8 △0 

執行役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 13 14 

定期修繕引当金の増減額（△は減少） △228 58 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 116 102 

受取利息及び受取配当金 △435 △364 

支払利息 590 472 

持分法による投資損益（△は益） △64 △50 

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △39 △20 

関係会社出資金売却損益（△は益） － △624 

有形固定資産除売却損益（△は益） 58 129 

補助金収入 △330 － 

固定資産圧縮損 327 7 

売上債権の増減額（△は増加） 2,061 1,868 

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,364 632 

仕入債務の増減額（△は減少） △526 1,590 

その他の資産・負債の増減額 258 △1,996 

小計 7,854 8,437 

利息及び配当金の受取額 459 436 

利息の支払額 △579 △504 

法人税等の支払額 △1,857 △1,887 

法人税等の還付額 62 112 

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,939 6,594 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の純増減額（△は増加） △98 38 

有形固定資産の取得による支出 △5,796 △3,683 

有形固定資産の売却による収入 19 116 

投資有価証券の取得による支出 △14 △6 

投資有価証券の売却による収入 55 25 

貸付けによる支出 △20 △8 

貸付金の回収による収入 5 8 

無形固定資産の取得による支出 △47 △25 

補助金の受取額 330 － 

連結の範囲の変更を伴う関係会社出資金の売却に

よる収入 
－ 241 

その他 9 △0 

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,557 △3,293 
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    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 156 △2,453 

長期借入れによる収入 2,938 500 

長期借入金の返済による支出 △2,831 △4,056 

ＣＭＳによる預り金の増減額（△は減少） 20 0 

リース債務の返済による支出 △193 △191 

自己株式の取得による支出 △3 △151 

配当金の支払額 △710 △1,182 

非支配株主への配当金の支払額 △69 △72 

財務活動によるキャッシュ・フロー △692 △7,607 

現金及び現金同等物に係る換算差額 32 △1,318 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △277 △5,625 

現金及び現金同等物の期首残高 21,733 24,599 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 21,455 ※ 18,973 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

 天津トピー機械有限公司は、清算結了したため、第１四半期連結会計期間より、連結の範囲から除外しました。

また、青島トピー機械有限公司は、売却したため、当第２四半期連結会計期間より、連結の範囲から除外しまし

た。これに伴い、連結子会社数は21社になりました。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月

１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しています。

 この変更による当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は

軽微です。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算していま

す。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

従業員について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っています。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

  274百万円 241百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  平成27年４月１日 
  至  平成27年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成28年４月１日 

  至  平成28年９月30日） 

運賃 4,033百万円 3,942百万円 

給料 3,450 3,374 

退職給付費用 448 496 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 21,874百万円 19,276百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △418 △303

現金及び現金同等物 21,455 18,973
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月20日 

取締役会
普通株式 710百万円 3.0円 平成27年３月31日 平成27年６月４日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月５日 

取締役会
普通株式 236百万円 1.0円 平成27年９月30日 平成27年12月８日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月23日 

取締役会
普通株式 1,184百万円 5.0円 平成28年３月31日 平成28年６月２日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月４日 

取締役会
普通株式 236百万円 1.0円 平成28年９月30日 平成28年12月６日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額については、基準日が平成28年９月30日であるため、平成28年10月１日付で実施した株

式併合は加味していません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

  鉄鋼 
自動車・
産業機械
部品 

発電 計 

売上高                

外部顧客への

売上高 
33,096 66,805 5,096 104,999 3,517 108,516 － 108,516 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

6,819 － － 6,819 － 6,819 △6,819 － 

計 39,915 66,805 5,096 111,818 3,517 115,335 △6,819 108,516 

セグメント利益 1,592 1,849 1,156 4,599 685 5,284 △2,016 3,268 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合成マイカ、クロ

ーラーロボット、屋内外サインシステム、土木・建築、不動産の賃貸及びスポーツ施設の運営

等を含んでいます。

２．セグメント利益の調整額△2,016百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等で

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社本社の管理部門に関わる費用です。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 「自動車・産業機械部品事業」において、減損損失を計上しています。なお、当該減損損失の計上額

は、当第２四半期連結累計期間においては5,207百万円で、四半期連結損益計算書の特別損失の「事業再

編損」として計上していますが、内訳は次のとおりです。

連結子会社の収益性低下によるもの 3,512 百万円

連結子会社の解散の決定等に伴うもの 1,695  

計 5,207  

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

  鉄鋼 
自動車・
産業機械
部品 

発電 計 

売上高                

外部顧客への

売上高 
30,263 59,684 4,174 94,122 3,062 97,185 － 97,185 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

6,263 － － 6,263 － 6,263 △6,263 － 

計 36,526 59,684 4,174 100,386 3,062 103,448 △6,263 97,185 

セグメント利益 1,055 1,924 276 3,256 773 4,029 △2,099 1,930 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合成マイカ、クロ

ーラーロボット、屋内外サインシステム、土木・建築、不動産の賃貸及びスポーツ施設の運営

事業などを含んでいます。

２．セグメント利益の調整額△2,099百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等で

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社本社の管理部門に関わる費用です。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

 「会計方針の変更」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、「平成28年度税制改正に係る減価償却

方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期

間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定

額法に変更しています。

 この変更による当第２四半期連結累計期間のセグメント利益への影響は軽微です。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
△139円57銭 49円76銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（百万円）

△3,305 1,177

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額又は親会社株主に帰属する四半期

純損失金額（△）（百万円）

△3,305 1,177

普通株式の期中平均株式数（千株） 23,683 23,660

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。

２．平成28年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施したため、

前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額又は１株当

たり四半期純損失金額（△）を算定しています。

３．取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式を、１株当たり四半期純利益金額の算定

上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています（当第２四半期連結累計期間

721千株）。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成28年11月４日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議しました。

（イ）剰余金の配当による配当金の総額・・・・・236百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・１円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成28年12月６日

（注）１．平成28年９月30日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。

２．１株当たりの金額については、基準日が平成28年９月30日であるため、平成28年10月１日付で実施した

株式併合は加味していません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月10日

トピー工業株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 麻生 和孝  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 耕田 一英  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトピー工業株式

会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トピー工業株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しています。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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